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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第63期

第２四半期連結
累計期間

第63期
第２四半期連結
会計期間

第62期

会計期間

自平成20年
４月１日
至平成20年
９月30日

自平成20年
７月１日
至平成20年
９月30日

自平成19年
４月１日
至平成20年
３月31日

売上高（百万円） 1,827 1,455 15,413

経常利益（△経常損失）（百万円） △2,036 △1,850 △4,182

四半期（当期）純利益（△純損失）

（百万円）
△2,301 △2,124 △5,303

純資産額（百万円） － 5,879 8,177

総資産額（百万円） － 11,840 15,449

１株当たり純資産額（円） － △10.07 △4.61

１株当たり四半期（当期）純利益

（△純損失）金額（円）
△5.47 △4.81 △12.06

潜在株式調整後１株当たり四半期（当

期）純利益金額（円）
－ － －

自己資本比率（％） － 49.7 52.9

営業活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△899 － 21,378

投資活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
797 － △600

財務活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△525 － △20,641

現金及び現金同等物の四半期末（期末）

残高（百万円）
－ 613 1,117

従業員数（人） － 11 13

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

　　　　２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

　　　　３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式は存在するものの１株当たり四半

期（当期）純損失であるため記載しておりません。
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２【事業の内容】

　当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。

３【関係会社の状況】

　当第２四半期連結会計期間において、その他の関係会社でありました株式会社東理ホールディングスは、議決権の

被所有割合が低下したこと及び同社と当社の間の業務提携契約を合意解除したこと等により、その他の関係会社で

なくなりました。

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

　 平成20年９月30日現在

従業員数（人）  11

　（注）従業員は就業人員（グループ外から当社グループへの出向者、常勤の嘱託、パートを含む。）であります。

(2）提出会社の状況

　 平成20年９月30日現在

従業員数（人）  11

　（注）従業員は就業人員（社外から当社への出向者、常勤の嘱託、パートを含む。）であります。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

 　　　 該当事項はありません。

(2) 受注実績

 　　　 該当事項はありません。

(3) 販売実績

 　　　 当第２四半期連結会計期間における販売状況を示すと次のとおりであります。

区分
当第２四半期連結会計期間
（自平成20年７月１日
至平成20年９月30日）

不動産事業（百万円） 1,455

合計（百万円） 1,455

　（注）１．当第２四半期連結会計期間における主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

は次のとおりであります。

相手先

当第２四半期連結会計期間
（自平成20年７月１日
至平成20年９月30日）

金額（百万円） 割合（％）

㈲はんざわ 276 19.0

尾崎ビルディング㈲ 261 18.0

一般個人 261 17.9

２．本表の金額には、消費税等は含まれておりません。

３．相手先名が一般個人の場合、個人名の記載は省略しております。

２【経営上の重要な契約等】

　当社は、平成20年８月13日開催の取締役会において、株式会社東理ホールディングスとの間で、平成18年12月12日に

締結した業務提携契約を解除することを決議し、同日、合意解除しました。

　解除した契約の内容は次のとおりであります。

　業務提携契約

相手方の名称 契約内容 契約期間

 株式会社東理ホールディングス

 両社の不動産事業に関して、以下の内容について協力して

行う。

 ①購入用不動産の発掘・紹介・仲介

 ②営業用不動産の販売先の発掘・紹介・仲介

 ③不動産開発

 ④不動産案件についてのファイナンス

 平成18年12月12日

から１年間（以後１

年ごとの自動更新条

項あり）
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３【財政状態及び経営成績の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断した

ものであります。

（1）業績の状況

　　 当第２四半期連結会計期間におけるわが国経済は、昨年来のサブプライムローン問題に端を発する米国金融危機

が世界経済に波及し、輸出の伸び悩みや物価上昇による個人消費の低迷等、景気後退懸念が一段と強まってまい

りました。

     不動産業界におきましては、経済情勢の後退を受けて、不動産をめぐる資金調達環境の悪化、地価の下落、売買

取引の停滞等を招いており、大変厳しい事業環境となっております。

     このような状況の下、当第２四半期連結会計期間については、商品物件の販売に向けて積極的な営業活動を図

るとともに、経費の削減と有利子負債の圧縮に努めました。

　　 売上高については、７月以降、群馬県高崎市のマンション分譲を開始し、９月より順次引渡を始めたほか、賃貸収

益マンション３棟を販売いたしましたが、東京都港区の開発物件が成約に至らず計画未達となりました。

     営業利益及び経常利益については、期初予想以上に経済情勢や不動産市況が悪化したことに伴い保有不動産に

係るたな卸資産の簿価切下げ1,729百万円を売上原価に計上したこと等から損失計上となりました。

　　 特別損益については、貸倒引当金戻入37百万円を特別利益に計上した一方、物件取得のための売買契約に係る契

約解除損244百万円及び賃貸不動産に係る固定資産の減損損失49百万円等、計311百万円の特別損失を計上しまし

た。

　　 以上の結果、当第２四半期連結会計期間の業績は、売上高1,455百万円、営業損失1,753百万円、経常損失1,850百万

円、四半期純損失2,124百万円となりました。

（2）キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物の残高は、613百万円となり、第１四半期連結会計期

間末に比べて844百万円減少しました。

　　　当第２四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果使用した資金は520百万円となりました。これは税金等調整前四半期純損失を2,124百万円計上

したこと、仕入債務の減少額が1,440百万円あったこと等が主な要因ですが、一方、たな卸資産の減少額2,686百万

円等が支出の減殺要因となりました。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果得られた資金は187百万円となりました。これは定期預金の払戻しによる収入が116百万円、投

資有価証券の売却による収入が60百万円あったこと等が主な要因です。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

 財務活動の結果使用した資金は510百万円となりました。これは短期借入金の純減少額が175百万円、長期借入

金の返済による支出が262百万円、社債の償還による支出が72百万円あったこと等が主な要因です。

（3）事業上及び財務上の対処すべき課題

　　 当第２四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

（4）研究開発活動

　　 該当事項はありません。　
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第２四半期連結会計期間において、保有目的の変更により建物37百万円及び土地18百万円を販売用不動産に振

り替えております。また、本店について建物７百万円、賃貸目的で保有する住宅等について建物27百万円及び土地

14百万円を減損いたしました。

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第２四半期連結会計期間末現在における重要な設備の新設、除却等の計画については、該当事項はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 1,450,000,000

Ａ種優先株式 200,000,000

計 1,650,000,000

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成20年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成20年11月13日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 471,433,970 471,433,970 ジャスダック証券取引所 －

Ａ種優先株式 200,000,000 200,000,000 非上場 （注）

計 671,433,970 671,433,970 － －

　　　（注）Ａ種優先株式の内容は、次のとおりであります。

  (1)優先配当金

 　　①優先配当金

 　　　当社は、当該配当の基準日の最終の株主名簿に記載されたＡ種優先株式を有する株主（以下、「本優先株

主」という。）又はＡ種優先株式の登録株式質権者（もしいれば。以下、「本優先株質権者」という。）に

対して、普通株式を有する株主（以下、「普通株主」という。）又は普通株式の登録質権者（以下、「普通

株質権者」という。）に先立ち、剰余金の配当を行う（以下、当該配当金を「優先配当金」という。）。Ａ種

優先株式１株当たりの優先配当金の額は、優先株式の発行価額に、それぞれの事業年度ごとに下記の配当

年率を乗じて算出した額とする（ただし、平成20年３月31日終了の事業年度中に支払う優先配当金につい

ては、この額に、払込日から平成20年３月31日までの期間につき、１年365日とする日割計算を適用して、算

出される金額とする。）。優先配当金は、円未満小数第５位まで算出し、その小数第５位を四捨五入する。た

だし、当社が下記②に定める優先中間配当金を支払ったときは、当該優先中間配当金を控除した額とする。

 　　　配当年率＝日本円ＴＩＢＯＲ（６ヶ月物）＋450bps（bpsとは、利回り単位100分の１％）

 　　　日本円ＴＩＢＯＲ（６ヵ月物）とは、各事業年度の末日の東京時間午前11時における日本円ＴＩＢＯＲ

（６ヶ月物）として、全国銀行協会によって算出され公表される数値を指すものとする。当該日に日本円

ＴＩＢＯＲ（６ヶ月物）が公表されない場合は、同日、ロンドン時間午前11時における日本円ＬＩＢＯＲ

（６ヶ月物）として、英国銀行協会によって公表される数値又はこれに準ずるものと合理的に認められる

ものを用いるものとする。

 　　　配当年率は、％未満小数第４位まで算出し、その小数第４位を四捨五入する。

 　　②優先中間配当金

 　　　当社が中間配当を行う場合、当社は、本優先株主又は本優先株質権者に対して、普通株主または普通株質権

者に先立ち、Ａ種優先株式１株当たり優先配当金の２分の１に相当する額を優先中間配当金として支払

う。

 　　③累積条項

 　　　ある事業年度において、本優先株主又は本優先株質権者に対して支払う剰余金の配当の額が優先配当金の

額に達しないときは、その不足額は翌事業年度以降に累積し、累積した不足額（以下、「累積未払優先配当

金」）については、当該翌事業年度以降の剰余金の配当に際して、普通株主又は普通株質権者に対する剰

余金の配当に先だって、支払われるものとする。
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　　 ④参加条項

 　　　普通株主又は普通株質権者に対して利益配当金（中間配当金を含む。）を支払うときは、本優先株主又は本

優先株質権者に対し、１株につき普通株主又は普通株質権者と同額を優先配当金に加算して支払う。

  (2)残余財産の分配

 　　　当社は、残余財産の分配を行う場合には本優先株主又は本優先株式質権者に対して、普通株主又は普通株質

権者に先立ち、Ａ種優先株式１株当たり50円及び累積未払優先配当金を支払う。

  (3)議決権

 　　　本優先株主は株主総会において議決権を有しない。ただし、優先配当金を受ける旨の剰余金の処分に関する

議案が定時株主総会に提出されなかったときは、当該定時株主総会より、また優先配当金を受ける旨の剰

余金の処分に関する議案が定時株主総会で否決されたときは当該定時株主総会終結の時より、優先配当金

を受ける旨の剰余金の処分に関する議案が可決された定時株主総会の終結の時まで、株主総会において議

決権を有するものとする。

  (4)対価を当社の普通株式とする取得請求権

       本優先株主は、平成20年７月31日以降、平成29年７月31日までの間、Ａ種優先株式の全部又は一部を、Ａ

種優先株式１株につき普通株式数４株の割合でＡ種優先株式の普通株式への転換を請求することができ

る。当該転換の効力は、別途本会社が定める転換請求書その他必要書類が転換請求受付場所に到着したと

きに発生する。

       Ａ種優先株式発行後に、普通株式が発行された場合、株式の併合が行われた場合、又は株式の分割が行わ

れた場合、本優先株主による当該転換請求により本優先株主が取得する普通株式数は、Ａ種優先株式発行

日の発行済普通株式総数と、当該普通株式の発行、当該株式併合、又は当該株式分割による転換請求権行使

日現在の普通株式数との変動比率と同じ比率で、増減するものとする。本優先株主が取得する普通株式数

の算出にあたっては、１株未満の端数が生じたときは、これを切り捨てる。　

       優先株式の転換により発行された普通株式に対する最初の剰余金の配当は、転換の請求がなされたとき

に属する事業年度の始めにおいて転換があったものとみなしてこれを支払うものとする。

  (5)対価を金銭とする取得請求権

       本優先株主は、平成20年７月31日以降、平成29年７月31日までの間、Ａ種優先株式の全部又は一部を、当

社に対して、Ａ種優先株式１株につき50円の割合で買い取ることを請求した場合、当社の取締役会決議に

よる承認を経てＡ種優先株式を買い取る。かかるＡ種優先株式の取得請求権に基づく当社のＡ種優先株式

の取得は、法令の範囲内で、かつ当該取得日の直前事業年度の末日現在における分配可能額の金額から、当

該直前事業年度に関する定時株主総会において分配可能額から配当し又は支払うことを決定した金額及

び買取の効力発生日が属する営業年度において既に買取が実行又は決定された金額の合計額を控除した

金額を限度とする。

  (6)株式の併合又は分割

 　　  当社は、Ａ種優先株式について株式の併合又は分割は行わない。

  (7)譲渡制限

       Ａ種優先株式の譲渡につき、譲渡制限は定めない。

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

（３）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。　
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（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高
（百万円）

平成20年８月１日 － 671,433,970 △25,112 5,000 △14,907 －

（注）平成20年６月25日付の第62回定時株主総会において、欠損填補のため資本金25,112百万円及び資本準備金14,907

百万円を減少することを決議し、平成20年８月１日にその効力が発生いたしました。

（５）【大株主の状況】

①普通株式

　 平成20年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合（％）

株式会社東理ホールディングス 東京都中央区八重洲２丁目８－５ 115,160 24.43

株式会社エス・サイエンス 東京都千代田区丸の内３丁目１－１ 14,058 2.98

ゴールドマンサックスインターナショ

ナル

（常任代理人　ゴールドマン・サックス

証券株式会社）

133 FLEET STREET LONDON 

EC4A 2BB,

U.K

（東京都港区六本木６丁目10番１号）

11,008 2.34

中島　和信 東京都渋谷区　 4,280 0.91

Ｈ投資事業組合　業務執行組合員

有限会社アレスサポート
東京都三鷹市井口１丁目７－43 2,141 0.45

山田　浩子 東京都葛飾区 2,134 0.45

坂本　友群　 兵庫県尼崎市　 2,064 0.44

豊岡　幸治　 東京都品川区　 2,048 0.43

福井　雅樹 愛知県一宮市 1,814 0.38

今田　洋一 神奈川県横浜市中区 1,503 0.32

計 － 156,211 33.14

②Ａ種優先株式

　 平成20年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合（％）

ウッドヘブンドライブツーエルエル

シー

（常任代理人　弁護士大橋宏一郎）

615 South Dupont Highway,

Country of Kent, City of Dover,

State of Delaware

（東京都千代田区神田錦町１－19－１神

田橋パークビルヂング　ホワイト＆ケース

法律事務所）

200,000 100.0

計 － 200,000 100.0
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

　 平成20年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式　(注)１ 200,000,000 －
「１(1)②発行済株式」の

「内容」を参照

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　　 968,000 －

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準となる株式

完全議決権株式（その他）　(注)２ 普通株式 470,443,000 470,443 同上

単元未満株式 普通株式      22,970 － 同上

発行済株式総数 671,433,970 － －

総株主の議決権 － 470,443 －

　（注）１．平成20年６月25日開催の第62回定時株主総会より議決権（200,000個）を有しております。

　　　　２．「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が11,486千株（議決権の数11,486個）含

まれております。

②【自己株式等】

　 平成20年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数
の合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社ヒューネット
東京都港区赤坂

一丁目７番19号
968,000 － 968,000 0.21

計 － 968,000 － 968,000 0.21

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成20年
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高（円） 10 9 8 7 5 6

最低（円） 7 7 4 4 3 2

　（注）最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。

３【役員の状況】

　 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までの役員の異動は次のとおりであり、職名が

変更となっております。

　役員の異動

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日

専務取締役 管理本部長 専務取締役
管理本部長兼
総務部長

河村　宗芳 平成20年７月17日

取締役
管理本部
財務経理部長

取締役 財務経理部長 相良　明由 平成20年７月17日
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から平

成20年９月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表について、アスカ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 619 1,240

受取手形及び売掛金 15 1

販売用不動産 8,644 9,733

その他のたな卸資産 ※1
 0

※1
 239

営業出資金 330 779

その他 390 1,010

貸倒引当金 △0 △9

流動資産合計 9,999 12,994

固定資産

有形固定資産 ※2
 1,428

※2
 1,549

無形固定資産 0 0

投資その他の資産 ※3
 412

※3
 904

固定資産合計 1,840 2,454

資産合計 11,840 15,449

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 76 74

短期借入金 639 820

1年内償還予定の社債 144 －

1年内返済予定の長期借入金 3,491 3,751

未払法人税等 10 77

引当金 81 164

その他 257 860

流動負債合計 4,699 5,747

固定負債

社債 546 762

長期借入金 38 50

引当金 2 5

その他 675 705

固定負債合計 1,262 1,523

負債合計 5,961 7,271

純資産の部

株主資本

資本金 5,000 30,112

資本剰余金 3,778 21,784

利益剰余金 △2,298 △43,118

自己株式 △600 △600

株主資本合計 5,879 8,177

純資産合計 5,879 8,177

負債純資産合計 11,840 15,449
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年９月30日)

売上高 1,827

売上原価 3,214

売上総損失（△） △1,386

販売費及び一般管理費 ※
 465

営業損失（△） △1,851

営業外収益

受取利息 7

受取配当金 2

デリバティブ評価益 6

その他 12

営業外収益合計 28

営業外費用

支払利息 169

その他 44

営業外費用合計 213

経常損失（△） △2,036

特別利益

貸倒引当金戻入額 48

特別利益合計 48

特別損失

投資有価証券評価損 5

出資金評価損 12

減損損失 49

契約解除損 244

特別損失合計 311

税金等調整前四半期純損失（△） △2,299

法人税、住民税及び事業税 1

法人税等合計 1

四半期純損失（△） △2,301
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【第２四半期連結会計期間】
（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日
　至　平成20年９月30日)

売上高 1,455

売上原価 2,946

売上総損失（△） △1,490

販売費及び一般管理費 ※
 262

営業損失（△） △1,753

営業外収益

受取利息 1

受取配当金 0

デリバティブ評価益 9

貸倒引当金戻入額 10

その他 6

営業外収益合計 26

営業外費用

支払利息 85

その他 38

営業外費用合計 123

経常損失（△） △1,850

特別利益

貸倒引当金戻入額 37

特別利益合計 37

特別損失

投資有価証券評価損 5

出資金評価損 12

減損損失 49

契約解除損 244

特別損失合計 311

税金等調整前四半期純損失（△） △2,124

法人税、住民税及び事業税 0

法人税等合計 0

四半期純損失（△） △2,124
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △2,299

減価償却費 23

減損損失 49

貸倒引当金の増減額（△は減少） △812

退職給付引当金の増減額（△は減少） △3

受取利息及び受取配当金 △9

支払利息 169

投資有価証券評価損益（△は益） 12

売上債権の増減額（△は増加） △12

たな卸資産の増減額（△は増加） 1,327

営業出資金の増減額（△は増加） 449

仕入債務の増減額（△は減少） 1

未払消費税等の増減額（△は減少） △68

営業外支払手形の増減額（△は減少） △500

その他 937

小計 △735

利息及び配当金の受取額 9

利息の支払額 △169

法人税等の支払額 △4

営業活動によるキャッシュ・フロー △899

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の払戻による収入 116

有形固定資産の取得による支出 △7

投資有価証券の売却による収入 60

貸付金の回収による収入 610

その他 18

投資活動によるキャッシュ・フロー 797

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △181

長期借入金の返済による支出 △271

社債の償還による支出 △72

自己株式の取得による支出 △0

配当金の支払額 △0

財務活動によるキャッシュ・フロー △525

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △627

現金及び現金同等物の期首残高 1,117

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 123

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 613
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

１．連結の範囲に関する事項

の変更

（1）連結の範囲の変更

　　 株式会社ヒューネット不動産投資顧問

は、重要性が増したことにより、第１四

半期連結会計期間から連結の範囲に含

めております。また、前連結会計年度ま

で連結子会社でありました合同会社Ａ

ＴＣＳ１１は、第１四半期連結会計期間

において清算が結了したため、連結の範

囲から除外しておりますが、平成20年５

月30日までの損益計算書については連

結しております。

（2）変更後の連結子会社の数

　　 １社

【簡便な会計処理】

　　　当第２四半期連結累計期間（自 成20年４月１日　至 平成20年９月30日）

　　　該当事項はありません。

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　　　当第２四半期連結累計期間（自 成20年４月１日　至 平成20年９月30日）

　　　該当事項はありません。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第２四半期連結会計期間末
（平成20年９月30日）

前連結会計年度末
（平成20年３月31日）

※１　その他のたな卸資産の内訳は、仕掛販売用不動産0

百万円、材料貯蔵品0百万円であります。

※２　有形固定資産の減価償却累計額は、78百万円であり

ます。

※３　投資その他の資産から直接控除した貸倒引当金は、

2,897百万円であります。

※１　その他のたな卸資産の内訳は、仕掛販売用不動産238

百万円、材料貯蔵品0百万円であります。

※２　有形固定資産の減価償却累計額は、70百万円でありま

す。

※３　投資その他の資産から直接控除した貸倒引当金は、

3,700百万円であります。

（四半期連結損益計算書関係）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

退職給付費用      5百万円

当第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

退職給付費用      0百万円

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成20年９月30日現在）
 （百万円）

現金及び預金勘定      619

預入期間が３か月を超える定期預金 6　

現金及び現金同等物      613
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（株主資本等関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成20年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　

平成20年９月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

　普通株式　　　　　　　　　471,433千株

　優先株式　　　　　　　　　200,000千株　

　合計　　　　　　　　　　　671,433千株

２．自己株式の種類及び株式数

　普通株式　　　　　　　　　　　968千株

３．新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。

４．配当に関する事項

　該当事項はありません。

５．株主資本の著しい変動に関する事項

　平成20年６月25日開催の当社第62回定時株主総会において、資本金および資本準備金の額の減少議案が承認

可決され、平成20年８月１日にその効力が発生いたしました。この結果、当第２四半期連結会計期間において資

本金が25,112百万円、資本準備金の額が14,907百万円、その他資本剰余金が3,099百万円減少するとともに、その

他利益剰余金が43,118百万円増加し、当第２四半期連結会計期間末において資本金は5,000百万円、資本準備金

は－百万円、その他資本剰余金は3,778百万円、その他利益剰余金は四半期純損失の計上による減少を含め△

2,298百万円となっております。
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

当第２四半期連結会計期間（自平成20年７月１日　至平成20年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間

（自平成20年４月１日　至平成20年９月30日）

　　当社グループは不動産事業を行っており、当該事業以外に事業の種類がないため該当事項はありません。

【所在地別セグメント情報】

当第２四半期連結会計期間（自平成20年７月１日　至平成20年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間

（自平成20年４月１日　至平成20年９月30日）

　　本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。

【海外売上高】

当第２四半期連結会計期間（自平成20年７月１日　至平成20年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間

（自平成20年４月１日　至平成20年９月30日）

　　海外売上高がないため該当事項はありません。

（有価証券関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成20年９月30日）

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動があり

ません。

（デリバティブ取引関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成20年９月30日）

デリバティブ取引の四半期連結会計期間末の契約額等は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動があり

ません。

（ストック・オプション等関係）

当第２四半期連結会計期間（自 平成20年７月１日　至 平成20年９月30日）

該当事項はありません。

（企業結合等関係）

当第２四半期連結会計期間（自 平成20年７月１日　至 平成20年９月30日）

該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第２四半期連結会計期間末
（平成20年９月30日）

前連結会計年度末
（平成20年３月31日）

１株当たり純資産額 △10.07 円 １株当たり純資産額 △4.61 円

　（注）１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
当第２四半期連結会計期間末
（平成20年９月30日）

前連結会計年度末
（平成20年３月31日）

 純資産の部の合計額（百万円）      5,879 8,177

純資産の部の合計額から控除する金額
（百万円）

   10,618 10,346

（うち優先株式の払込金額） （10,000)　 (10,000)

（うち優先株式配当金） （618) (346)

普通株式に係る四半期末（期末）の純資産額
（百万円）

△4,738　 △2,169

１株当たり純資産額の算定に用いられた四半期
末（期末）の普通株式の数（千株）

       470,465 470,466

２．１株当たり四半期純損失金額等

当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

１株当たり四半期純損失金額 △5.47 円

　 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損

失であるため記載しておりません。

１株当たり四半期純損失金額 △4.81 円

　 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損

失であるため記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

１株当たり四半期純損失金額   

四半期純損失（百万円） △2,301 △2,124

普通株主に帰属しない金額（百万円） 271 136

（うち優先株式配当金） (271) (136)

普通株式に係る四半期純損失（百万円） △2,572 △2,261

期中平均株式数（千株） 470,465 470,465

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

　　　　────── 　　　　──────
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（重要な後発事象）

該当事項はありません。

（リース取引関係）

当第２四半期連結会計期間（自 平成20年７月１日　至 平成20年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自

　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日）

該当事項はありません。
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２【その他】

　 該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成20年11月10日

株式会社ヒューネット

取締役会　御中

アスカ監査法人

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 田中　大丸　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 法木　右近　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ヒュー

ネットの平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日か

ら平成20年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）に係る四半期

連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書につ

いて四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から

四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的

手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ヒューネット及び連結子会社の平成20年９月30日現在の財

政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結

累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められ

なかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

　　　 ２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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